
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令 和 3年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

1 事業の成果
「パソコン寄贈&オンライン講習会」を着実に実施し、170人 の高校生らにノー トパソコンと講習会

を提供できた。この事業のうち、東京・千葉・埼玉・神奈川の 1都 3県を対象に 11月 まで実施した分は、

休眠預金等活用法に基づく新型コロナウイルス対応緊急支援として、公益社団法人セーブ・ザ・チル ド

レン・ジャパンによる助成を受けた。また、高知県でも現地機関の協力のもとで 3回にわたって実施し

た。申込受付やパソコン発送の業務プロセスを見直し、人的ミスを減らす工夫も行った。参加者からは、

「大学や一人暮らしにたくさん活用していきたいと思いました」や 「コロナ禍での大学のオンライン授

業や就職活動で活用させて頂きました」などの声を頂いた。新型コロナウィルスの感染拡大により仕事

や学業のオンライン化が拡大し、定着しつつある中、当面はノー トパソコンの寄付を継続する必要があ

るものと考えている。

「ジョブリハ プログラミングの仕事」では、参加者それぞれが 1年かけて個性的なグーム作品を制作

できた。1年目の参加者ばかりだったが、施設や参加者とのコミュニケーションを深めるための工夫を重

ねて改善を図りつつ、10回 ともオンライン開催でやり遂げることができた。参加者からは「ゲームをす

ることはあったけど、作る側になつてみたことが新鮮だった」といった声を頂いた。

「社会的養護職員向け ITセキュリティ/リ テラシー研修」では、社会的養護の職員のための ITセ キュ

リティ、ITリ テラシーの研修を 1施設ごとに実施し、施設職員の方々の理解の底上げを図った。前例の

ない取り組みだが、受講者の事後アンケー トから、評価が高いことがわかった。施設の子どもの ICT利

用の拡大、職員の業務の ICT導入拡大が進む中で、この事業は引き続き重要であると考えている。

従来の「企業内セミナー」は休止したが、新しい内容のセミナーを企業で実施する機会があり、今後

企業向けセミナーを改善するうえでの足がかりを得た。

また、支援企業及び大学と協働 して、不要になった防災グッズを仕分けし、児童福祉施設等に寄付す

るプロジェクトを開始した。

令和 2年度からの収入の伸びを受けて、令和 3年度は職員を新たに採用し、事業能力の強化を図って

おり、新たな事業の検討・準備も進めている。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【19,0991千円)
疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

社会的養護の
児童及び措置
解除者に対す
る自立支援事
業

【パソコン寄贈&オンラ
イン講習会】対象となる子
どもに 1日 間のオンライ
ンパソコン講習とパソコ
ン 1台を無償提供

4月 から

3月 まで

全 28回

ビデオ会

議
8人

1都 3

県・沖縄

及び高知

の社会的

養護下の

170人 9,165 千
円



高校生と

出身者

【ジョプリハ プロ_グラミ
ジグの仕事】プログラミン
グに関する

~通

トレーニング。
年のスキル

5月 から

2月 まで

全 10回

ビデオ会

議
6人

社会的養

護下の高

校生など

9人 1,138千
円

『ロ
会的
食品
に、

ッカーズ。ルーム】社
養護出身者に対して、
1等 を宅配するととも
相談に乗る。

5月 と 12

月 (宅配 )

事務所ほ

か
2人

社会的養

護の出身

者

9人 158千円

パー ソナル コ
ン ピュー タ及
び情 報機 器 の
再資源化事業

企業等で使用済みとなっ
たパソコン等の寄付を受
け、その売却益を事業費に
充てつつ、資源の再利用を
図る。

随時

希望のあ

った企業

の事業所

など

5人

他の各事

業の受益

者

他の各事
業の受益
者

265千円

児童福祉の浸
透 と啓発を図
る事業

【絵画プロジェクト】企業
のオフィスに社会的養護
児童の絵画を飾り、社会的
養護の啓発を図る

通年

企業オフ

ィ ス (1

社 )

2人

該当オフ

ィスの社

員・訪問

者など

不特定 64千円

【社会で子育て ド
ム】ウェブサイトを
社会的養護の浸透・
行う。

ットコ
通じて
啓発を

随時 (常

設ウェブ

サイ ト

htrps: / /
shakai de

kosodate

conl

1 1
■ ノヽ

不特定多

数 裏
特定多15千円

【企業内セミナー】
て社会的養護に関
及啓発を行う。

企業に
する普

5月 に 2

回、10月

に 1回

ビデオ会

議
2人

該当企業

2社の社

員など

100人以
上

960千円

その他この法
人の目的を達
成するために
必要な事業

【社会的養護職員向け IT
セキュリティ/リ テラシー
研修1都内の社会的養護職
員への ITセキュリティ/
リテラシーの研修を無料
で実施する。

5月 ～12

月 に 23

回実施

ビデオ会

議
5人

都内の児

童養護施

設・母子

生活支援

施設

12施設、

σ)´ミ297

人
724千

【支援をつなげる】企業の
寄付。ボランティアなどの
資源を、社会的養護の現場
のニーズとつなげ、効果的
な支援を図る。

10月 30

日ほか

相模女子

大学ほか
7人

児童福祉

施設など

(予定 )

未 定 502千円

新事業の準備等 通年
ビデオ会

議ほか
3人

社会的養

護下の子

ども、ほ

か

未 定
4,608 千
円



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)
疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和3年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
事 業 報 告 用

営 活 法人ライツオン・テル ドレン

単位 :円
金   

“

小 計 ・ 合 計

正会員受取会費

受取寄附金

受取利息

3

5

0
6,536.714

受取補助金
受取助成金

165,()(X)

0

42,354,252
0

B
1

1

役員報酬
給料手当

2,880,000
2,100.0()0

|37 180

2
寄贈
業務委託費
印刷製本費
地代家賃
水道光熱費
交際費
会議費
旅費交通費
消耗品費
通信運搬費
支払手数料
新聞図書費

5,007.482
4,867,760
20,340
2,340,000
77.306
11,016
92,062
211.436
373,497

387,063
4.590
21,720

1 人

役員報酬
給料手当

660,000
900,000
21 000

業務委託費
印刷製本費
地代家賃
会議費
福利厚生費
旅費交通費
消耗品費
通信運搬費
支払手数料
新聞図書費
研修費
保険料
租税公課
雑費

1,460,000
42,510
39,000
931

5,076
8.106
209.447

21.041
301,839
9,350

1,200
11.080
910
400

260
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4 事栞収益

9,224
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④

⑤

法人税、住民税及び事業税
前如腱餞正咲財産籠  ・・



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

A
1

産

2
1

2
352 679

寄 用 1 694 400

18,001,181
346 000

(3) その

社会的養護の子どもの自立支援基金 特定資産

現金預金
未収金

43,088,635
2,952,363

【A】 資 産 合 計 ①+② 66.435,258

2

+ 3 1

1,757
220

440
154

1,614,019未払金
前受助成金
り金

財 産 の 部
正

正 2

36,832,592
011 053

B―

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 66,435,258
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日
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~T■
てァ
~~~~~~



16 28

令和 3年度  計算書類の注記 事業報告用

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

重要な会計方針

財務諸表の作成は、Ⅲ'0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NЮ法人会計基準協議
会)によっています。
(1)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて、有形固定資産は3年で均等償却しています。

(2)固定消費税等の会計処理資産の減価償却の方法
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事 業別損益の状況

合計科 目

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5・ その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
役員報酬

給料手当

法定福利費

人件費計
(2)その他経費
寄贈

業務委託費

印刷製本費

地代家賃

水道光熱費

交際費

会議費

福利厚生費

旅費交通費

消耗品費

通信運搬費

支払手数料

新問図書費

研修費

保険料

租税公課

雑費

減価償却費

その他経費計

経常費用計

当期 常増減額



3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途が制約された寄附等の内訳は以下の通りです。

当法人の正味財産62,“3,645円ですが、そのうち使途が制約された財産はありません。

4

内容 金額 算定方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

4,986,054

1,010,000

540,700

4,986,054

1,010,000

540,700

0

0

＾
υ 6,536,754 6,536,754 ｎ

）

児童福祉施設で暮ら
す子どもに向けたК
寄贈及びオンライン
講習会事業

児童福祉施設の職員
に向けたITセキュリ
ティ、ITリ テラシー
の研修

Connection and
Gather
InformationTechnol
ogy Prograns

合計

校荷を受1チ■勁蔵奎,コ

":i蘭

南ありぢ
‐

未使用で返遺義務のある1,757,40円
は前受助成金として負債に計上してい
ます。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

７

・

取得 減少 期末取得価響 累科 目 朝首取得価審

267,652

140

616,134

18,001,181

346.000

-263,455 352,679

18,001,181

346,000

348,482

18,001,041

346,000
-263,455 18,699,860348,482 267,792 18,963,315

有形固定資産
一括償却資産

無形固定資産

投資その他の資産

社会的養護の子
どもの自立支援
基金 特定資産

敷金

合計

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

ｎ

）合計

科 目 計算書類に と内 内、近親者

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

期末帳簿価審



一
〇

ぁ2想雲:輩星
利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするた

事業費と管理費の按分方法
地代家賃は使用面積に基づいて技分。

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
事業報告用

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

科 目 金   額 4' tl 合   計

47.735,

352,679

18,347,181

18,001,181

A の

1

346,000

未収金

寄贈用資産

流珀責産合計 ①

(2)無移目定資産

41,330.535

1,758,100

2,519,363

418,000

15,000

1,694,400

1 流動責産

現金預金

三菱東京UFJ銀行

住信SBIネ ット銀行

日本アイ・ ピー・ エム株式会社

株式会社メタシンクス

正会員未収金

2 固定資産
(1)有移固定資産
工具器具備品

一括償却資産

(3)投資その他の資塵
敷金

渋谷区事業所

特定資産

社会的養護の子どもの自立支援基金 特定資産

66,435,258【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金

スタッフ立替金

スタッフ立替金

スタッフ立替金

スタッフ立替金

スターツアメニティ株式会社

スタッフ立替金

スタッフ立替金

スタッフ立替金

freeeカ ー ド

前受け金

Tides Foundation 1,757,440

3.591.61

の

計

|

|

|

|
|

(B- r 負

133,5621

436,870

248,494

199,557

197,307

183,000

143,200

76,800

73,086

70,268

922

71,107

1 魔働負債

2 固定負債=働
負債合計 ・・・③

預 り金

住民税

社会保険等

源泉所得税

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3,591,613

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 62,843.

一‐



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (■事彙年度において■員であつたことがある全員の氏名及び住籠又は層所並
びにこれらの者についての歯事来年度における●日の有籠を●●した名簿)

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

セ1以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
1口各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1
・監事

たてがみ ゆみこ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日立神 由美子

2 監事

いたみ けい 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

曰

日伊丹 桂

3 監事

おおさか たいち 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年 月

月

日

日年大坂 太一

4 理事

のぐち いつたけ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年:   月   日

年  月  日野口 五丈

5 理事・監事

4:   月   日

今:   月   日

年  月  日

年  月  日

6 理事・監事
年. 月   日

年. 月   日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年

年

月   日

月 日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事
年  月 日

日年 月

年  月  日

年 月 日

10 理事・監事
年

年

月   日

月   日

年

年

月   日

月   日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

氏   名

1 立神 由美子

2 伊丹 桂

3 大坂 太一

4 野口 五丈

5 石井 宏茂

6 新武 久美子

7 原田 真由子

8 石田 剛

9 樽見 薫

10 中島 健一朗

11

12


